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海洋のエネルギー・資源分野に係る取組みの方向性

海洋基本計画（平成25年4月26日閣議決定）の主要目的の一つは、「海洋の開発・利用による富と海洋基本計画（平成25年4月26日閣議決定）の主要目的の つは、 海洋の開発 利用による富と

繁栄」。これを具現化するため、海洋産業の育成と国産資源の活用による国富の創出を図るべく、
以下の4分野での対応が必要。

【 後 向 】 国土交通省の施策分野

海洋再生可能エネルギー（洋上風力発電）の利用促進

導入場所の確保、発電容量拡大の要請

【課題と今後の方向性】

海洋利用・開発に関連する産業

海運・航空 （洋上でのロジスティックス）

国土交通省の施策分野

導入場所の確保、発電容量拡大の要請

海洋新エネルギー・鉱物資源の開発の推進

造船 （海洋開発に係る船舶・機器の供給）
海洋土木 （拠点整備、資源開発作業）

技術面（基準面を含む）

事業を円滑に促進するための安全基準 環境基

港湾区域内への導入から沖合沿岸海域への展開
（着床式～浮体式へ順次展開）

各国・海外企業が商業化を目指して競争している状況
事業を円滑に促進するための安全基準・環境基
準づくり

所管する産業が有する技術の他、外庁、特別の
機関、研究独法等が関連技術を保有

技術の開発とフィールドでの実証による実績づくりを
経て、産業化へ

総
合
的
な

海洋産業の振興及び国際競争力強化

在来エネルギー分野（石油・ガス）は今後も高い成長が
期待されるほか、海洋資源の新分野への横展開も可能

海洋でのフィールドの確保

洋上風力、資源開発の両面で、実証（洋上風力
については実設置を含む）等に使用可能な

既存分野での産業の活性化

な
対
応

海洋の利用及び開発を支える環境整備

沖合遠隔地の資源探査 開発は困難 情報も不足

フィールドを有する

自らの事業として実施する分野

活動拠点と 港湾施設整備 島嶼を含む

既存分野での産業の活性化
洋上風力、海洋資源の新分野へも展開を想定

沖合遠隔地の資源探査、開発は困難。情報も不足。 ・活動拠点としての港湾施設整備、島嶼を含む
低潮線の保全

・海洋調査、海洋台帳の整備等

活動拠点の整備により取組みを加速
海洋調査を推進
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国産エネルギー（洋上風力）の活用と関連産業の育成

○洋上風力発電の円滑な導入と拡大（沿岸域から沖合への展開）を目指した環境整備○洋上風力発電の円滑な導入と拡大（沿岸域から沖合への展開）を目指した環境整備

【港湾区域内】 港湾区域内における着床式洋上風力発電設備の導入に向けた技術的ガイドラインの策定

風力発電・蓄電池を活用した港湾地域における非常時電力供給システムの実証事業

【設置区域拡大】 洋上風力発電の適地選定に必要となる海洋情報の利活用促進（海洋台帳の充実・機能強化等）

導入促進に向けた環境整備
安全ガイドラインの策定

早期導入に向けた支援
港湾区域における導入可能区域の確保

【設置区域拡大】 洋上風力発電の適地選定に必要となる海洋情報の利活用促進（海洋台帳の充実・機能強化等）

【沖合展開】 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発、安全基準の策定・国際標準化 等

安全ガイドラインの策定
国際標準化の主導等

港湾区域における導入可能区域の確保
導入可能区域の選定等に必要な
海洋情報の提供等

風力発電・蓄電池による

着床式
洋上風力発電

浮体式
洋上風力発電

蓄電池

非常時電力供給システム（実証事業）

-50m

・港湾における
導入可能区域
の設定

・港湾計画への
位置付け

安全性に
関する研究開発

浮体式洋上風力発電施設

位置付け

・施工技術力の向上
・効率的な施工方法・メンテナンス体制の構築等

海洋台帳の利用
安全ガイドライン

の策定等

-50m・生産・輸送拠点の整備等による産業育成支援
海洋台帳

洋上風力発電の普及拡大と関連産業（機器の製造・維持管理等）の育成 2



世界市場を目指す海洋産業の育成と国産資源の活用

○世界市場を視野に入れた海洋産業の育成と国産資源の活用による国富の創出○世界市場を視野に入れた海洋産業の育成と国産資源の活用による国富の創出

【産業育成】 国内外で展開可能な海洋産業の育成（機器産業、ロジスティックス産業、土木・エンジニアリング産業等）
【技術の確立】 次世代技術の確立（沖合・大水深化が進む海洋エネルギー・資源開発に対応した技術）
【環境整備】 EEZ内での活動拠点の整備

施策施策

世界市場で必要とされる技術の確立世界市場で必要とされる技術の確立
国産資源の活用に向けた

環境整備
国産資源の活用に向けた

環境整備
国内外で展開可能な海洋産業の育成国内外で展開可能な海洋産業の育成課題課題

洋上沖合での資源開発等次の世代に
求められる技術の開発促進

洋上沖合での資源開発等次の世代に
求められる技術の開発促進

海洋産業の育成を目的とした
事業展開支援

海洋産業の育成を目的とした
事業展開支援

活動拠点の
整備等

活動拠点の
整備等

海底地形情報
の取得・提供
海底地形情報
の取得・提供求められる技術の開発促進求められる技術の開発促進 事業展開支援事業展開支援 整備等整備等の取得 提供の取得 提供

■海外プロジェクトへの進出支援

○海洋資源開発支援船を含む船舶の輸出に係る融資
制度の拡充（H23年度）

○海洋開発に係るブラジルとの覚書締結（H24年度）

■海洋調査の推進■技術開発の推進

○新分野（洋上ロジスティックハブ）への進出にあたって
の課題解決のための調査研究に着手（H24年度～）

こ
れ
ま
で

■海洋権益の保全
○海上保安体制の強化
○低潮線の保全等

活動拠点整備

■海洋情報の提供
○海洋台帳の整備
（H24年度公開）

洋上ロジスティックハブ洋上ロジスティックハブ

で
の
取
組

■活動拠点整備

南鳥島南鳥島

特定離島港湾
施設整備地

ブラジル沖石油開発におけるブラジル沖石油開発における
我が国企業の傭船事業我が国企業の傭船事業

■海洋情報の利用
活性化

○海洋台帳の充実・
強化

○海洋情報提供産業

■リスクが大きな大規模プロジェクトへの進出
支援策の検討

■事業化に向けた体制整備

■技術の確立
○洋上LNG生産に必要な浮体・係留等の技術
開発（H25年度～）

○海底鉱物資源開発等の商業化に必要な掘削・揚鉱か
ら残渣処理までのシステム等の技術開発（H25年度～）

今
後
の

○南鳥島
（H27年度完成予定）

○沖ノ鳥島
（H28年度完成予定）

○将来の海洋資源輸送

我が国企業の傭船事業我が国企業の傭船事業

○海洋情報提供産業
の創出

■事業化に向けた体制整備

○我が国造船業の優れた技術、船舶金融等を活か
し、官民一体となった海洋開発市場等への参入を
推進

ら残渣処理までのシステム等の技術開発（H25年度 ）の
取
組

浮体・係留・荷役技術等浮体・係留・荷役技術等 掘削・輸送・残渣処理技術掘削・輸送・残渣処理技術

○将来の海洋資源輸送
方法を視野に入れた活
動拠点の利活用に向け
た検討

沖合大水深で必要な技術を確立沖合大水深で必要な技術を確立 EEZ内の資源開発の円滑な実施EEZ内の資源開発の円滑な実施国際競争力を有する海洋産業育成国際競争力を有する海洋産業育成

海洋産業の育成と国産資源の活用による国富の創出
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海洋の利用及び開発を支える環境整備

○海洋開発を支える環境整備にむけた取組み○海洋開発を支える環境整備にむけた取組み

・海洋開発を戦略的に推進するため、海洋政策の「土台」というべき活動拠点整備・海洋権益の保全といった取組みを着実に実施。

＜南 鳥 島＞

海上保安体制の強化
＜沖ノ鳥島＞

特定離島港湾施設整備地特定離島港湾施設整備地

イメージ図

N

遠隔離島における活動拠点整備と更なる利活用
1,000m

海洋調査の推進

状況調査、
地方整備局職員による巡視等

海洋台帳の整備

（AUV（自律型潜水
調査機器）による
海洋調査）衛星画像

低潮線等の保全 4



目的 目 標 現在 ２０１４ ２０１５ ２０２０ ２０３０

今後の施策展開

目的 目 標 現在 ２０１４ ２０１５ ２０２０ ２０３０

国
産
エ
ネ

ギ
ー
等
）

着床式風力発電の普及拡大 ・港湾運営に配慮した技術的ガイ
ドライン策定

・効率的な施工方法・メンテナン

・港湾における導
入可能区域等
の検討

実証事業の促進

ネ
ル
ギ
ー
（洋

の
活
用
と
関

浮体式洋上風力発電の早期

効率的な施 方法 ンテナン
ス体制の構築等

・生産・輸送拠点の整備等による
産業育成支援

検討

・安全ガイドラインの策定

・洋上風力発電の実用化
・適用範囲の拡大

洋
上
風
力
エ
ネ

関
連
産
業
の
育

浮体式洋上風力発電の早期
実用化

その他海洋エネルギー活用
の実用化

・安全ガイドラインの策定
・国際標準策定を主導 早期実用化に向けた環境整備

・安全かつ効率的に発電する技術
の確立

・経済性、環境影響、
技術的課題等の評価

・実海域で
運用ル

育
成

の実用化

国
産

実用化・商用化技術の確立 ・ FLNG（浮体式LNG生産

貯蔵積出設備）、新分野
（洋上ロジスティックハブ）

・基本概念等に係る調査研究の完了

・個々の技術の確立

確
・国際標準策定を主導

運用

産
資
源
の
活
用国際競争力を有する海洋産

（洋上ロジスティックハブ）
に必要な技術の開発・調
査

・個々の技術の確立

海外市場への早期参入支援

・国際競争力を有する産業の
実現用

と
海
洋
産
業

国際競争力を有する海洋産
業の育成

国産資源の活用と海洋権益

・海外市場への早期参入支援、
実海域における海洋開発技術
の実証等による産業化を支援

・特定離島港湾施設の整備等 ・南鳥島・沖ノ鳥 ・特殊な自然条件

実現
・国内外の資源開発市場開拓

業
の
育
成

洋
の保全のための環境の提供

特定離島港湾施設の整備等
島における特
定離島港湾施
設の供用

下における港湾
の施設整備技
術確立及び普及
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国家基幹技術プロジェクト

• 新たな海洋基本計画を実現するため 文部科学省は経済産業省及び国土交通省との連携のもと 「海洋分野• 新たな海洋基本計画を実現するため、文部科学省は経済産業省及び国土交通省との連携のもと、「海洋分野
における国家基幹技術検討委員会」を開催し、５月１７日に今後我が国が取り組むべき海洋分野における国家
基幹技術プロジェクトを取りまとめた。

＜検討事項＞

・今後10～20年程度を見据え、我が国として取り組むべき重要技術（国家基幹技術）を選定

・国家基幹技術の開発体制、国家基幹技術を支える多様な人材の育成、将来の産業展開や国際展開に向けた仕組み

国家基幹技術プロジェクト国家基幹技術プロジェクト

次世代海洋資源
次世代海洋エネル
ギー・鉱物資源生産

次世代環境影響 次世代広域海洋環 未踏領域

国家基幹技術プロジェクト国家基幹技術プロジェクト

次世代の海洋資源開発に向けた技術開発プロジェクト

次世代海洋再生
可能エネルギー

調査システム
ギ 鉱物資源生産

システム
管理システム 境観測システム 探索システム

→→平成平成3030年度までに高年度までに高

精度季節予測手法の確精度季節予測手法の確
立や気候変動リスク監視立や気候変動リスク監視
を達成するシステムを構を達成するシステムを構

→→平成平成3030年中頃までに、年中頃までに、

超深海へのアクセス（世超深海へのアクセス（世
界最深部界最深部ででの有人観測、の有人観測、
マントル掘削）を可能にマントル掘削）を可能に

可能エネルギ
発電システム

→→海洋再生可能エネル海洋再生可能エネル

ギーを利用した発電ギーを利用した発電シスシス
テムの実機の開発テムの実機の開発

→→平成平成3030年度まで年度までに、海に、海

底下底下の鉱物資源を探査の鉱物資源を探査
するする技術を確立し、海底技術を確立し、海底
地形地形情報や海底下鉱物情報や海底下鉱物

→→平成平成3030年代前半まで年代前半まで

にには、長期にわたり継続は、長期にわたり継続
的に環境影響の監視と的に環境影響の監視と
管理管理をを行い得るシステム行い得るシステム

→→海洋エネルギー・鉱物海洋エネルギー・鉱物

資源開発計画に沿って、資源開発計画に沿って、
平成平成3030年度までに生産年度までに生産
手法の実証等を手法の実証等を実施実施

重要基盤技術重要基盤技術

を達成するシステムを構を達成するシステムを構
築築

マントル掘削）を可能にマントル掘削）を可能に
するシステムを構築するシステムを構築

一体的な推進一体的な推進

地形地形情報や海底下鉱物情報や海底下鉱物
資源情報を効率良く取得資源情報を効率良く取得
するするシステムをシステムを開発開発

管理管理をを行い得るシステム行い得るシステム
をを構築構築

手法の実証等を手法の実証等を実施実施

その他主要技術その他主要技術
ケーブル式海底観
測プラットフォーム

技術

有人潜水調査船・
無人探査機技術

衛星観測技術

重要基盤技術重要基盤技術

海洋エネルギー・
鉱物資源開発・

生産技術

海象・気象予測・
計測技術

体的な推進体的な推進

外海離島における

効率的港湾整備・作業・運搬
技術（高波浪、超大深水、

その他主要技術その他主要技術

浮体位置保持・
係留技術

超大水深・大深度
掘削技術環境影響評価技術

（採鉱・揚鉱等）
深海底〜洋上〜衛
星〜陸上リアルタイ
ムデータ通信技術水中音響・通信技術

技術（高波浪、超大深水、
急傾斜海面地形）

6
鉱物残渣の埋立材への

活用技術


